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はじめに
　海外に渡航する日本人の数は急速に増加してお
り、2009年の海外出国者数は1，545万人（法務省出
入国管理統計）、海外長期滞在者数は76万人（外務
省海外在留邦人数調査統計）にのぼっている。こう
した海外渡航者の健康問題を扱う医学領域としてト
ラベルメディスンがある。
　トラベルメディスンとは「国際間の移動に伴って
発生する健康問題や病気を究明し予防する医学」と
定義されており、その対象者は海外旅行者、海外勤
務者（出張者、駐在員）、移住者、難民と幅広いも
のである。日本語では渡航医学あるいは旅行医学と
訳されるが、本稿では渡航医学という標記を使用す
る。
　東京医科大学病院では、この渡航医学の専門診療
科である渡航者医療センターを、2010年9月に日
本の大学病院としては最初に立ち上げた。そこで本
稿では渡航医学の概要を紹介するとともに、日本に
おける今後の展開について私見を述べてみたい。
渡航医学の歴史
　渡航医学は1960年代の欧米で発祥した1）．この当
時、欧米諸国は第二次大戦の復興を終え、平和な時
代の到来とともに海外旅行ブームがおきていた。こ
の結果、海外渡航者数が急増し、それに伴って旅先
で健康問題をおこす者の数も増加していた。こうし
た事態に、当初は地域のホームドクター（一般医）
が海外渡航者の健康問題に対処していたが、1970
年代には海外渡航者の専門医療機関であるトラベル
クリニックが欧米各地に設置されるようになる。こ
のクリニックでは海外渡航者に健康指導や予防接
種、予防内服などを提供するとともに、帰国後に症
状のある患者の診療も行っている。こうしたトラベ
ルクリニックで提供されてきた医療が、1980年代
になり渡航医学として体系化されたわけである。
1989年にはチューリッヒ大学のSteffen教授が会長
になり、Intemational　Society　of　Travel　Medicine（国
際渡航医学会）の第1回大会が開催された。
　その後も欧米では渡航医学が発展をつづけ、2002
～2003年にヨーロッパや米国の空港で行われた調
査によれば、海外渡航者の半数近くが出国前に医療
従事者から健康指導を受けたと回答している2）3）。
こうした結果からも、いかに欧米で渡航医学が社会
に浸透しているかを知ることができる。
　日本では高度成長期にあった1970年代より、海
外駐在員への健康対策が労働衛生の分野で行われて
きた。その一方で、海外旅行者はその数も少なかっ
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たため、健康対策はほとんど実施されてこなかった。
やがて1990年代になり、日本でも海外旅行ブーム
により海外旅行者数が急増する事態になると、よう
やく国内でも渡航医学の必要性が認識されるように
なってきた（図1）。
　こうした中、日本の医学界でも1990年代中頃よ
り、日本渡航医学会などの学術団体の創設や国の研
究班の発足など、様々な動きがみられている。また、
トラベルクリニックの設置も国立病院や民間などで
進行しつつある。そして2010年に東京医科大学病
院は、日本の大学病院としては最初の渡航医学の専
門診療科である「渡航者医療センター」を開設した
のである。
海外渡航者の健康リスク
　1）健康問題の発生頻度
　海外渡航者の健：康問題の発生頻度については
Steffenらの調査結果がよく引用されている。彼ら
は1980年代にスイス人旅行者を対象にアンケート
調査を実施し、途上国に1カ月間滞在した場合、何
らかの健康問題のおこる頻度が50～60％であるこ
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図1　日本人海外出国者数の変化（法務省・出入国管理統計）
表1　海外渡航者に健康問題が発生する頻度
　　　　　（発展途上国に1ヵ月間滞在する場合）
　　発生頻度
（全渡航者を100％）
とを明らかにした（表1）4）。さらに、下痢や感冒と
いった実際の病気にかかる頻度は20～30％、その
病気で医療機関を受診する頻度は8％という結果
だった。
　この調査では海外で旅行者が死亡する頻度を1ヶ
月の滞在で0．001％としているが、2008年に海外滞
在中に死亡した日本人は．615名で、このうち417名
が病気による死亡だった。なお、海外滞在中の病死
の原因としては心筋梗塞など心血管系疾患が多いと
されている5）。
　筆者らは海外に長期滞在する日本人を対象に疾病
罹患状況について調査を行ってきたが、2001年に
タイのチャンマイで行った調査では、対象者（109
名）の有訴率が72．5％にのぼった6）。これは国内の
国民生活基礎調査でみられる有訴率の倍以上の数値
であり、訴えとしては消化器症状（下痢、腹痛など）、
呼吸器症状（咳、疾など）、皮膚症状が多かった。
その一方で、通院率は16．5％と低く、国内の半分
以下の数値になった。
　また、筆者らがマレーシアとタイの医療機関を対
象に行った日本人患者の調査（2000～2001年）では、
受療病名として呼吸器疾患、消化器疾患（歯科を含
む）、感染症、外傷が多くみられ、慢性疾患で受診
する者は少なかった7）。
　このように、海外に滞在する日本人は健康上の訴
えが多いにもかかわらず、医療機関をあまり受診し
ておらず、とくに生活習慣病などの慢性疾患で受診
する者は少ないという状況だった。
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詳細は参考文献4を参照。
　2）　健康問題の種類
　海外渡航中に発生する健康問題は、滞在先の環境
の変化に起因するものが多く、以下の3つのカテゴ
リーに分類される。
①　自然環境の変化による健康問題
　自然環境のうちでも気候の変化に起因する健康問
題は、高頻度に発生するものである。たとえば高温
多湿の気候は体力の消耗や脱水を助長する。また乾
燥した気候では、呼吸器感染症やアレルギー性鼻炎
が増加する。気候の変化以外にも、航空機内で発生
する疾病、時差による体調不良（時差症候群）、高
山病などがこの範疇に属する健康問題である。
②衛生状態の変化による感染症
　感染症は途上国に滞在する場合に大きな健康問題
となる。このうち経口感染症は最も頻度が高く、下
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痢症は1ヶ月間の途上国滞在で20～60％、A型肝
炎は0．04％の渡航者に発症するとされている8）。蚊
に媒介されるマラリアやデング熱も頻度が高く、マ
ラリアは西アフリカに滞在すると1ヶ月間で2～
3％の罹患率になる。性行為感染症や動物由来の感
染症（狂犬病など）も途上国では注意すべき疾病で
ある（表2）。
③ライフスタイルの変化による健康問題
　これは長期滞在者の健康問題として重要である。
食生活の変化や運動不足は生活習慣病を誘発する。
ストレスの増加はメンタルヘルスの不調を引きおこ
す。
海外渡航者の健康問題への対策
　1）　航空機内の疾病対策
　飛行中の航空機i内の気圧は約0．8atmに低下して
おり、酸素分圧も20％近くまで低下している。健
常者はこのような気圧下でも問題ないが、呼吸器疾
患や貧血症の患者は低酸素血症に陥りやすく、また
虚血性心疾患の患者は発作を誘発する危険性があ
る。こうした患者は搭乗中の酸素使用も検討すべき
である。
　航空機内で長時間の座位をとっていると、下肢の
深部静脈が欝血し血栓が形成される。この血栓が歩
行開始後に流出すると肺梗塞を引きおこすが、これ
が旅行者血栓症（通称はエコノミークラス症候群）
である。機内は湿度が20％以下に乾燥しており、
それによりおこる脱水も本症を助長する。航空機内
では足関節の屈伸運動を定期的に行い、水分の補給
につとめることが必要である。
　2）　時差対策
　海外渡航に特徴的な健康問題として時差症候群
（時差ぼけ）がある。これは生物時計と生活時計の
ずれによりおこる一過性の心身不調状態で、睡眠覚
醒障害や精神作業能力の低下がおこる。時差が4～
表2海外渡航者にリスクのある感染症
感染経路 感染症 発生頻度＊ 主な流行地域
旅行者下痢症 20～60％ 途上国全域
A型肝炎 0．04％ 途上国全域
経口感染 腸チフス 　0．03％i南アジア）
　途上国全域
iとくに南アジア）
コレ・ラ 0．0003％ 途上国全域
ポリオ 0．00004％ 南アジア、熱帯アフリカ
飛沫感染
インフルエンザ 1％ 先進国、途上国全域
髄膜炎菌感染症 0．00006％ 熱帯アフリカ
マラリア 　0．2～3％i熱帯アフリカ）
　　途上国全域
iとくに熱帯アフリカ）
蚊に媒介 デング熱 1％ 東南アジア、南アジア、中南米
黄熱病 『 熱帯アフリカ、南米
日本脳炎 0．0001％ 東アジア、東南アジア、南アジア
梅毒、尿道炎 一 途上国全域
性行為感染 B型肝炎 0，005％ アジア、アフリカ
HIV感染症 0，002％ 途上国全域
動物由来の感染 狂犬病 　　　0．4％iリスク動物の咬傷） 途上国全域
破傷風 『 先進国、途上国全域皮膚から感染
住血吸虫症 一 アジア、アフリカ、南米
＊発展途上国に1ヶ月間滞在する場合の頻度（全渡航者を100％）を示す。
詳細は参考文献8を参照。
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5時間以上ある地域に移動した場合に発症し、とく
に東方への移動（日本から米国への移動など）で症
状が強くなる。時差症候群の対策として、到着後は
出来るだけ現地時間に合わせた行動をとることが必
要であり、睡眠障害にはベンゾジアゼピン系の睡眠
導入剤の服用が効果的である。また欧米諸国では、
時差対策として松果体ホルモンのメラトニンが用い
られている。
　3）　高山病対策
　高山病とは標高2，500m以上の高地に滞在した際
におこる症状の総称で、低酸素環境への生体の順応
不全がその病態になっている。標高3，000m以上で
は滞在する者の40％が本症を発症するとの報告も
ある。近年はヒマラヤなどへのトレッキングツアー
で標高5，000m前後の高地を旅行する者も増えてい
る。また世界遺産として人気の高いインカ文明遺跡
も標高3，000m前後の地にある。
　高山病は初期に頭痛や不眠、悪心をおこし、重症
化すると肺水腫や脳浮腫を合併し死に至ることもあ
る。とくに高齢者や呼吸器疾患のある患者は、本症
を発症しやすいとされている。予防には徐々に高度
を上げることが最善の策であるが、旅行日程の面か
ら困難な場合は、高地に到着後少なくとも翌日まで
は安静を保つようにする。アルコール飲用や寒冷は
本症の誘引となるので、できるだけ避ける。また高
山病の予防にはアセタゾラミドが有効で、高地到着
前日から到着後2日目まで、1日2回（朝夕）各
125mg～250　mgを服用する。
　4）　感染症対策
　途上国への渡航者は感染症に罹患する頻度が高
く、出国前にその予防対策を十分に指導しておくこ
とが必要である。滞在地での感染症の流行情報は、
インターネットなどから入手することができる（表
3）o
①　旅行者下痢症
　海外渡航者がおこす下痢を旅行者下痢症（Travel－
er’刀@diarrhea）と呼び、　Steffenらの調査では1ヶ月
間の途上国滞在により渡航者の20～60％が本症を
発病するとしている8）。病原体としては病原性大腸
菌やサルモネラ菌、カンピロバクターなどの細菌が
多く、通常は数日の経過で軽快する。一方、慢性的
な下痢はランブル鞭毛虫や赤痢アメーバなどの原虫
が原因になることが多い。
　旅行者下痢症の予防にはミネラルウオーターや煮
沸した水を飲用すること、食品はなるたけ加熱した
ものを摂取することなどが重要なポイントである。
表3　インターネット上の海外医療情報サイト
サイト名 URL 特徴
厚生労働省検疫所 http：／／www．fbrth．gojp 海外感染症流行情報、推奨予防接種情報蒼烽ﾌトラベルクリニック情報
外務省海外安全
zームページ http：〃www．anzen，mofa。gojp 海外感染症流行情報
国立感染症研究所
ｴ染症情報センター http：／／idsc．nih．gojp／index－」．htnll海外で流行している感染症の解説
外務省渡航関連情報 http：／／www．mofa．gojp／mof司／toko／index．html国別の疾病情報、推奨予防接種情報C外医療機関情報
海外邦人医療基金 http：／／wwwjomfoLjp 海外医療機関情報
東京医科大学病院
n航獣医療センター http：〃hospin負）．tokyo－med．acjp／shinryo／tokou／
海外感染症流行情報、推奨予防接種情報
C外医療機関情報
日本小児科医四国皆野 http：〃210．230．237．164／【jpa／ 国別の小児予防接種情報
日本渡航医学会 http：／／www．travelmed．gLjp／ 国内のトラベルクリニック情報C外派遣企業の新型インフルエンザ対策ガイドライン
日本寄生虫学会 http：／石sp．tm．nagasaki－u．acjp／ マラリアの治療や予防の情報?ｶ虫疾患コンサルテーション窓口
海外医療支援協会 http：／／wwwfaminet．net／imasi／慢性疾患を抱える人の海外旅行情報
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食事をする店も衛生状態の良い店を選ぶよう心掛け
る。リスクの高い渡航者には、止痢剤や抗菌薬を持
参させ、症状があれば服用させることも必要である。
止痢剤としては乳酸菌製剤セベルベリン、抗菌薬と
してはニューキノロン系が推奨されている。
　筆者は途上国に滞在する日本人を対象に腸管寄生
虫の感染状況を調査してきた9）。1995年～2004年
の集計では、感染率が2％前後で推移していたが、
アフリカ地域に関しては10％前後と高率であった。
検出された寄生虫としては異型吸虫類、ランブル鞭
毛虫が多く、アジア地域に限れば鞭虫、姻虫が多かっ
た（表4）。なお、腸管寄生虫感染者で下痢などの
症状のある者は約10％と少なかった。
②　マラリア
　マラリアはハマダラ蚊により媒介される熱性疾患
で、その流行地域は熱帯や亜熱帯に広く分布してい
る。アジアや中南米では都市近郊やリゾートでの感
染リスクは低いが、サハラ以南のアフリカでは都市
部でも感染リスクがある。さらにアフリカでは悪性
の熱帯熱マラリアが流行しており要注意である。
　マラリアの予防は蚊の吸血を回避することにあ
る。ハマダラ蚊は夜間吸血性であり、夜間は外出を
控え、屋内への蚊の侵入を防ぐことが大切である。
もし外出するのであれば、長袖、長ズボンを着用し
皮膚の露出を控え、昆虫忌避剤を塗布する。
　感染リスクが高い地域への渡航者には、薬剤の予
防内服が推奨されている。日本ではメフロキンが予
防薬として市販されており、成人では1錠（275
mg）を毎週1回ずつ、流行地到着の1週間前から、
流行地を離れて4週間後まで服用する。ただし副作
用の出現も少なくないことから、滞在地域や滞在期
間などを考慮し、マラリア感染のリスクが高い場合
に限り、予防内服を実施すべきである。
　筆者は熱帯アフリカに長期滞在する日本人を対象
に、アンケートを用いてマラリア罹患状況を調査し
てきた。ダルエスサラム（タンザニア）、ラゴス（ナ
イジェリア）、アクラ（ガーナ）で実施された調査
によれば、過去1年間でマラリアに罹患した者は
1999年（対象者80名）が12．5％だったが、2002
年の調査（対象者66名）では25．8％に増加してい
たlo）。その一方で、マラリアの予防内服を行ってい
る者の割合は、1999年の13．8％から2002年の4．5％
に低下しており、予防対策の後退が罹患率を増加さ
せた一因と考えられた。
③予防接種
　一部の感染症の予防にはワクチン接種が有効であ
る。海外渡航者に対しては、表5に示す予防接種が
推奨されている。海外渡航前の予防接種は、短期間
に終了させるために、接種スケジュールの工夫を要
する。数回の接種が必要なワクチンは少なくとも2
回目まで接種したり、複数のワクチンを同時に接種
する方法もとられる。
　海外渡航者用のワクチン接種を行っている医療機
関はあまり多くないが、こうした接種施設の情報は、
厚生労働省検疫所や日本渡航医学会などのホーム
ページで検索することができる。なお、黄熱ワクチ
ンの接種は、検疫所およびその関連の医療機関での
み実施される。
表4　日本人の途上国滞在者から検出された腸管寄生虫の種類＊
寄生虫種 総検出数
アジア
　地域別検出数
?近東 アフリカ 中南米
異型吸虫類 102 20 7 74 1
ランブル鞭毛虫 70 47 4 12 7
鞭虫 42 38 0 1 3
亀虫 41 38 0 3 0
赤痢アメーバ 20 13 0 4 3
肝吸虫 8 8 0 0 0
その他 10 5 3 1 1
＊労働者健康福祉機構・巡回健康相談（1995年目2004年）で実施した検便より
病原性腸管寄生虫の検出結果を示す。詳細は参考文献9を参照。
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表5　海外渡航者（成人）に推奨する予防接種
　　　　　　　　　　　　　　　　　（○：推奨する、△：状況により推奨する）
滞在期間＊
特に推奨するケース 接種回数 有効期間ワクチン名
短期 長期
滞在地域
A型肝炎 ○ ○ 途上国 60歳未満の者 3 10年
B型肝炎 ○ 途上国 医療従事者 3 10年以上
破傷風 △ ○ 先進国r上国 外傷を受けやすい者 3＊＊ 10年
狂犬病 △ ○ 途上国 動物咬傷後の速やかな処置が困?な者 3 2年以上
黄熱病 △ ○ 熱帯アフリカ@　南米
入国時に接種証明の提出を求め
骰曹ﾉ滞在する者 1 10年
日本脳炎 ○ 東・東南アジァ@南アジア 農村部に滞在する者 3＊＊＊ 4年
ポリオ △ 南アジァAフリカ 1975～1977年生まれの者
2＊＊ 10年以上
インフルエンザ △ △ 先進国r上国 呼吸器疾患を有する者 1 1年
腸チフス
i国内未承認） △ △ 途上国 南アジアに滞在する者 　1i注射用） 3年
髄膜炎菌
i国内未承認） △ 西アフリカ 乾期に滞在する者 1 3年
　＊短期：1ヶ月未満の滞在、長期：1ヶ月以上の滞在
＊＊小児期に接種している者には1回の追加接種を行なう
＊＊＊成人には通常1回の追加接種を行なう
④帰国後の対応
　途上国から帰国後に下痢や発熱などをおこしてい
る患者については、途上国特有の感染症を念頭にお
き、早期診断、早期治療にあたることが大切である。
とくにマラリアは迅速に治療しないと死に至る危険
性があるため、可能性のある場合は早急に専門医療
機関に相談する。また海外で動物の咬傷を受けた渡
航者については、狂犬病予防のためのワクチン接種
を迅速に行なう必要がある。
　6）　長期滞在者の疾病対策
　長期滞在者とは、企業や国際協力機関からの駐在
員、留学生などであり、感染症とともに生活習慣病
やメンタルヘルスの不調が健康問題としてあげられ
る。
①生活習慣病対策
　海外に長期滞在すると食生活の面で、高カロリー、
高脂肪の食事が多くなる。さらに車での移動が増え、
運動不足を助長する。この結果、滞在中に生活習慣
病を発症したり、悪化させるケースが頻繁にみられ
る。海外勤務健康管理センターの安部が海外健診受
診者を対象に行った調査（1999～2004年）では、
アジアや米国に滞在する者において、BMI、血圧、
コレステロール、中性脂肪などの検査値が、出国前
に比べ帰国後は有意に増加していたll）。
　生活習慣病を治療中のケースでは、現地医療機関
の受診を躊躇し、治療が中断されることが悪化の要
因になっている。筆者らが海外からの帰国者（980
名）を対象に行った調査では、滞在中に生活習慣病
などの慢性疾患で治療を受けていた者は17．20／。に
のぼった。このうち、現地の医療機関で治療を受け
ていた者は、先進国が68．6％、途上国が42．7％であ
り、それ以外の者は充分な治療を受けていないとい
う結果だった12）。
　このように海外に長期滞在する者にとっては生活
習慣病が大きな健康問題であり、出国前の生活指導
が必要になってくる。栄養指導にあたっては、海外
でも出来るだけ和食を食べるように指導するのが得
策である。和食を中心とした食事内容ならば、国内
の指導をそのまま応用することができる。海外勤務
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健康管理センターの大塚の調査によれば、最近はア
ジアや欧米諸国で和食の素材を入手することが容易
になっており13）、自宅で和食を食べるのがそれ程困
難ではない。
　運動指導にあたっては、スポーツクラブやスイミ
ングプールなどの施設を利用するよう指導するが、
それが困難な場合は、家の中で行うストレッチや筋
トレなどを奨励する。現地での経過観察や治療が必
要なケースでは、現地医療機関の紹介や英文紹介状
の作成などを行う。
　なお、海外に業務で6ヶ月以上滞在する者につい
ては、労働安全衛生法により派遣前後に健康診断を
実施することが事業主に義務付けられている。
②メンタルヘルス対策
　海外での生活は、異文化との接触や言語の問題な
どからストレスが蓄積し、メンタル面の不調をきた
しやすい。さらに周囲に親しい人間が少なくなるた
め、メンタル面でのサポート機能が低下し、それが
メンタルヘルスの不調を加速させる。海外勤務健康
管理センターの津久井が、途上国の長期滞在者を対
象に行った調査（2002年）でも、心理テストで神
経症圏に入る者の比率が約40％、抑うつ状態圏が
約20％と国内健常群に比べてかなり高い数値だっ
た14）・
　こうした状況から、企業から海外に長期派遣され
る者の健康管理にあたっては、メンタルヘルス対策
が欠かせないものとなっている。その一つとして、
国内の産業保健担当者が派遣者からのカウンセリン
グに応じる方法が効果的である。このためには、海
外派遣前の健康診断などの機会を利用して、産業保
健担当者が事前に派遣者と面談を行い、顔の見える
関係を構築しておくことが推奨されている。
　7）海外の医療機関受診
①　医療機関受診にあたっての問題点
　日本人が海外の医療機関を受診する際には様々な
問題が生じる。筆者は海外で受診経験のある日本人
（306名）を対象に、受診にあたっての問題点を調
査した（2002年～2003年）。その結果によれば、「受
診に際して問題があった」と回答した者は68％に
も達し、その内容としては、受診システムやコミュ
ニケーションに関するものが多くあげられた15）。海
外の受診システムは、ホームドクター制度やオープ
ンシステムなど、日本国内とは異なる点が数多くあ
る。また、医療従事者とのコミュニケーションの問
題は海外において普遍的に存在する。さらに国別に
みると、途上国では医療従事者のレベルや施設の衛
生状態の問題が多く、先進国では医療費に関する問
題が多くみられた。
　こうした問題点を理解した上で、海外での医療機
関の受診指導を行うことが必要である。
②医療機関の選択方法
　短期旅行者の場合、自分で医療機関を探しても適
切な施設を見つけることはなかなか難しい。まずは
宿泊しているホテルのフロントに連絡し、契約医を
紹介してもらう方法があるが、この場合は高額の診
察代を請求される可能性もある。もう一つは海外旅
行保険のコールセンターに連絡し、滞在先の提携病
院の紹介を受ける方法である。この方法を利用する
には保険に加入していることが前提になるが、提携
病院の中には加入者にキャッシュレスで医療を提供
してくれる施設もある。
　長期滞在者については、日頃から現地のホームド
クターに健康管理をお願いすることが推奨されてい
る。先進国であれば現地に到着後、住居の近隣にあ
るホームドクターを探すことで対応できるが、途上
国に滞在する場合は、出国前に各種ホームページ（表
3）を利用し、現地医療機関の情報を収集しておく
ことが必要である。
③医療費の支払い
　短期旅行者に関しては海外旅行保険で海外の医療
費を支払うのが一般的である。長期滞在者について
は、先進国では現地の公営ないしは民営保険、途上
国では海外旅行保険が利用される。なお、日本の健
康保険（組合管掌保険や国民保険）には「海外療養
費制度」があり、この制度を使うと海外でかかった
医療費の一部還付を受けることができる。
日本における渡航医学の将来
　1）　日本の渡航医学の現状
　日本の渡航医学が欧米諸国に比べて大きく遅れを
とっていることは明白であるが、その顕著な例がト
ラベルクリニックの数にでている。International
Society　of　Travel　Medicineが運営するホームページ
には、各国のトラベルクリニックのリストが掲載さ
れている。この数が米国ではニューヨーク州だけで
56施設を数えるが、日本は全国にわずか13施設だ
けである（2011年4月現在）。これが日本国内での
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トラベルクリニックの正確な数ではないが、日本で
渡航医学の普及が遅れていることは明らかなよう
だ。
　さらに、第一線で活躍する臨床医が、どれだけ渡
航医学の知識をもっているかについても、日本と欧
米の間には大きな差がある。1998年にイギリスの
ホームドクターを対象に行った調査では、8割以上
の医師が海外渡航者の診療を行っており、その診療
のために一定の知識を身につけているとの結果だっ
た16）。一方、筆者らが2005年に日本内科学会の専
門医を対象に行った調査では、海外渡航者の診療経験
があると答えた医師は7割以上にのぼったが、ほとん
どの医師は渡航医学の知識がないと答えていた17）。渡
航医学の診療では、健康指導やワクチン接種といっ
た予防医学的な対応が中心になるが、こうした診療
に日本の臨床医があまり慣れていないという実情
も、この結果の背景にはあるようだ。さらに渡航医
学の主要テーマである感染症に関する知識が、日本
の臨床医に乏しいことも一因である。
　医療を提供する側の課題とともに、日本では国民
が、旅先での病気を予防する意識に乏しいことも事
実である。「渡航医学の歴史」でも述べたように、
2000年忌初頭に欧米の空港で行われた調査では、
海外渡航者の半数近くが、出発前にトラベルクリ
ニックなどで渡航中の健：康指導を受けていた2）3）。
日本でも2007年にNamikawaらが同じ調査を行なっ
ているが、出国前に健康指導を受けたと回答した渡
航者は僅：か2％にすぎなかった18）。
　このように日本ではトラベルメディスンの歴史が
浅いだけでなく、医療側の対応の遅れや国民の意識
の乏しさなどにより、その普及が大きく遅れている
状況なのである。
　2）　日本人海外渡航者のワクチン接種状況
　日本人海外渡航者のワクチン接種率が極めて低い
とする報告がいくつかある。Basnyatらがネパール
を訪問する外国人を対象に行なった調査では、欧米
人についてはA型肝炎ワクチンと腸チフスワクチ
ンを接種している渡航者が90％だったのに対して、
日本人では、いずれかを接種している者が僅かに
5％だった19）。また、Namikawaらが日本人短期旅行
者を対象に行なった調査でも、出国前に何らかのワ
クチン接種を受けた者の割合は10％以下だった18）。
　一方、筆者らは途上国に仕事で長期滞在する日本
人の接種状況を調査しているが、この集団について
は比較的高い接種率が確認されている。出国前に何
らかのワクチン接種を受けた成人の割合は、1998
年が45．6％だったが、2002年が49．9％、2005年が
55．8％と増加傾向にあることが明らかになった20）2D。
近年になり日本企業では海外勤務者の健康管理対策
に力を注いでおり、その効果がこの集団でのワクチ
ン接種率向上に繋がったものと考える。
　なお、日本では腸チフスや髄膜炎菌性髄膜炎のワ
クチンが正式に認可されておらず、それが接種率の
低い原因になっている。これは日本のワクチン認可
制度が大変に厳しく、海外のワクチンメーカーが認
可申請を躊躇しているためである。また、日本では
マラリアの予防薬としてメフロキンしか認可されて
いない。このように、日本では渡航医学を実践する
ために必要なワクチンや薬剤が少なく、それが、こ
の医学の発展を妨げる要因にもなっている。
　3）2000年代におきた新たな展開
　2000年代に入ると、日本でも渡航医学をめぐる
新たな展開がみられるようになった。
　まず医療を提供する側の動きとして、国による渡
航医学の普及事業があげられる。2001年から国立
病院を中心にして、トラベルクリニックのネット
ワーク事業が展開されており、国立国際医療研究セ
ンターにはその中核となる渡航者健康管理室が設置
された。さらに2005年からは厚生労働科学研究費・
新興再興感染症事業として、「海外渡航者に対する
予防接種のあり方に関する研究班」が発足した。こ
の研究班では渡航下向けワクチンの普及や、日本人
渡航者のワクチン接種率の向上を目標にしている。
国としても日本での渡航医学の遅れを痛感し、本格
的な動きを開始したわけである。また、日本渡航医
学会などの学術団体を中心に、医療職の研修や認定
制度も開始されている。こうした動きに応ずるよう
に、民間ベースのトラベルクリニックも最近は続々
と誕生しており、2010年には東京医科大学病院が、
日本の大学病院としては最初の専門診療科を開設す
るに至った。
　日本の旅行業界にも大きな変化がおこっている。
近年の中高年旅行者の増加に伴い、業界としても健
康問題への関与が避けられないことを自覚するよう
になった。さらに、2005年4月には旅行業法が改
正され、旅行業者は企画旅行の旅客に衛生情報を提
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供することが義務づけられるようになった。この動
きは日本国民に海外渡航中の健康問題を認識させる
契機になるだろう。
　こうした変化により、近年は旅行業界と渡航医学
関係者の協調が盛んに行われるようになっている。
たとえば日本渡航医学会では、2006年より添乗員
向けのセミナーを定期開催しており、旅行業界も積
極的にセミナーへの受講を促している。さらに、渡
航医学とヘルスツーリズムの融合を図ろうとする動
きも見られている。
　これから先、日本でも渡航医学の需要はますます
高まることが予想されるが、筆者は、欧米のシステ
ムを模倣するだけでは、日本社会での定着を図るの
が難しいと考えている。たとえば欧米ではホームド
クターが渡航医学の知識をもち、第一線における
サービス提供を行っているが、日本では欧米のよう
なホームドクー制度が確立していない。むしろ日本
では、専門医療機関であるトラベルクリニックの数
を増やして、その機能を充実させる必要があるだろ
う。
おわりに
　2010年10月、平城遷都千三百年祭の行なわれて
いた奈良で、第8回Asia－Pacific　Travel　Health　Con－
ferenceが開催された。3日間の会期中に世界27力
国から500名近い渡航医学関係者が参集し、盛況の
うちに幕を閉じた。筆者もこの会議の運営に携わっ
てきたが、ようやく日本でも、国際会議を受け入れ
るまでに渡航医学が成長してきたと云える。この国
際会議を経て、日本でも渡航医学がもう一段階成長
することを期待しているところである。
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